
 

 

福山市市道等維持修繕業務委託条件付一般競争入札試行要領 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、本市が発注する、市長が定めた区域に存する市が管理する道路（橋

りょうを含む。）その他の公共土木施設及びこれらに附属する工作物の小規模な維持修

繕等の業務（以下「市道等維持修繕業務」という。）の入札について、電子入札システ

ムにより入札後に必要な資格を審査する条件付一般競争入札（以下「一般競争入札（ダ

イレクト型）」という。）で試行することに関し、福山市契約規則（昭和４１年規則第

１３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（業務区域） 

第２条 市道等維持修繕業務を委託する区域は、福山市立小学校、中学校及び義務教育学

校の通学区域に関する規則（昭和４４年教育委員会規則第１２号）に定める学区を基に

定めた区域とする。 

（業務期間） 

第３条 業務の期間は、６か月以上１２か月以下とする。 

（入札参加資格要件） 

第４条 市道等維持修繕業務１区域につき１者に委託するものとし、当該入札に参加しよ

うとする者は、次に掲げる要件に該当する者でなければならない。 

(1) 福山市建設工事入札参加資格を有する者で、対象工事の種類が土木一式工事の認定

を受けているものであること。 

(2) 市道等維持修繕業務の区域内に、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第

１項の規定による建設業の許可を受けた本店を有する者であること。 

(3) 市道等維持修繕業務の公告の日から落札決定の日までの間のいずれの日において

も、福山市の指名除外又は指名留保措置を受けていない者であること。 

(4) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定による入札参

加制限を受けていない者であること。 

(5) 福山市災害応急対策協力事業者として登録している者であること。 

(6) 土木工事業に係る技術者の資格（建設業法第２６条第１項から第４項までに規定す

るものをいう。）を有し、かつ直接的な雇用関係にある者を、業務責任者として３名

配置することができる者であって、そのうち１名を統括業務責任者として配置するこ

とができるものであること。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、市長が個々の市道等維持修繕業務ごとに特に必要と認

めて定める要件を満たしていると認められる者であること。 

（契約の方法等） 

第５条 市道等維持修繕業務の設計図書等の数量は見込みであり、入札に参加しようとす

る者は、当該見込み数量で入札価格を算出し、入札を行うものとする。 

２ 前項の見込み数量は予定であり、契約締結後の数量を保証するものではない。 



 

 

３ 契約は施工名称毎の単価契約とし、その額は、予定価格に対する入札価格の割合を、

予定価格を算出する際の施工名称毎の価格に乗じて得た額とする。 

４ 第１項の入札価格に消費税及び地方消費税相当額を加算した金額を支払限度額とし、

支払限度額の増額及び契約単価の追加が必要な場合は、これを変更することができるも

のとする。この場合において、当初契約している単価及び単価を算出するための諸経費

率は変更しないものとする。 

（最低制限価格） 

第６条 最低制限価格については、福山市建設工事最低制限価格事務取扱要領（２００７

年（平成１９年）４月１日施行）第３条第１号及び第４条に準じて設定するものとする。 

（公告） 

第７条 市長は、第４条に規定する入札参加資格要件のほか、市道等維持修繕業務の概要、

入札の手続等について定め、規則第２７条の規定に基づき公告するものとする。 

（電子入札システムの使用） 

第８条 一般競争入札（ダイレクト型）は、原則として、福山市電子入札実施要領（２０

０５年（平成１７年）４月１日施行。以下「電子要領」という。）に定めるところによ

り電子入札システムを使用して行うものとする。 

（入札手続） 

第９条 入札に参加しようとする者は、市道等維持修繕業務の公告に定める期限までに、

入札書を提出しなければならない。 

（開札処理） 

第１０条 契約担当課長は、入札後、電子要領に基づき、電子入札システムを使用して入

札書を一括開札するものとする。ただし、障害等により電子入札システムを使用した入

開札手続ができないときは、電子要領に基づき適切な処置を執るものとする。 

２ 契約担当課長は、最低価格入札者（最低制限価格を設けた場合にあっては、予定価格

の範囲内で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者）を落札候補者として選定

した後、落札決定を保留し、当該開札処理を終了するものとする。 

３ 前項の場合において、最低価格入札者が二者以上あるときは、電子要領に基づき電子

くじを実施し、第一順位の者を落札候補者として選定するものとする。 

（資格要件確認書類の提出） 

第１１条 市長は、前条の開札手続の終了後、落札候補者に対し、公告に定める入札参加

資格要件に応じて、次に掲げる書類を指定する期限までに提出するよう、電子入札シス

テムの資格要件確認書類提出依頼書により求めるものとする。 

(1) 資格要件確認書類提出書 

(2) その他別に指定する書類 

２ 資格要件確認書類の作成に要する費用は、提出者の負担とする。 

（入札参加資格の審査及び落札決定） 

第１２条 契約担当課長は、入札参加資格の審査（以下「審査」という。）を開札執行時

間の順序により行うものとする。 



 

 

２ 審査は、入札書及び前条第１項に規定する書類により行うものとする。 

３ 契約担当課長は、落札候補者の審査を行い、審査の結果、入札参加資格を有している

と認めたときは、その者を落札者とし、電子入札システムの落札決定通知書により、落

札決定した旨を通知するものとする。 

４ 前項の場合において、入札参加資格を有していないと認めたときは、次順位者を落札

候補者とし、前条第１項に規定する書類を資格要件確認書類提出依頼書により求め、審

査を行い、落札者が決定するまで審査を行うものとする。 

（無効入札） 

第１３条 市長は、入札参加者が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、当

該入札参加者の入札を無効とする。この場合において、当該入札参加者に対し、指名除

外措置を行うことがある。 

(1) 第１１条の規定により市長から資格要件確認書類の提出を求められた者が、市長が

定める期限までに全ての資格要件確認書類の提出をしないとき。 

(2) 資格要件の確認のために契約担当課長が行った指示に従わないとき。 

(3) 審査において第４条に掲げる入札参加資格要件を満たさなくなったとき。 

(4) 第１１条第１項の規定により提出のあった書類に虚偽の事項を記載したことが明

らかになったとき。 

(5) その他当該業務等に係る契約の相手方となることができない事由が生じたとき。 

２ 市長は、前条の規定により入札参加者の入札を無効としたときは、当該入札参加者に対

して、その旨を通知するものとする。 

（設計図書等の販売等） 

第１４条 市道等維持修繕業務の設計図書等は、公告に定める期間、指定複写先における

設計図書等の書面等の販売又はその他の方法により確認の用に供する。 

２ 前項の設計図書等の販売は有償とし、その費用は入札に参加する者の負担とする。 

（契約の解除に伴う措置） 

第１５条 受注者の責めに帰すべき事由により、市道等維持修繕業務の契約を解除する措

置を受けた者は、当該措置を受けた日から２４か月を経過する日まで、当該業務の入札

に参加することができないものとする。 

２ 契約の解除が行われた区域については、第３条の規定にかかわらず、速やかに新たな

者と委託契約を締結するものとする。 

（その他） 

第１６条 その他必要な事項は、この要領に定めるもののほか、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要領は、２０１４年（平成２６年）７月２５日から施行する。 

附 則 

この要領は、２０１５年（平成２７年）４月１日から施行する。 

附 則 



 

 

この要領は、２０１９年（平成３１年）４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、２０２４年（令和６年）４月１日から施行する。 


